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センター代表 杉浦 康晴 

働き方改革 

 今年３月末に政府の働き方改革実現会議が

「働き方改革実行計画」をとりまとめまし

た。内容はこれまでになく労働・雇用部門の

制度改革に踏み込んだものであり、近年、日

本の雇用の在り方が労働環境の変化に伴い、

限界にきていることの表れになっているよう

に思います。政府は今後法改正等を含め、本

計画に沿って働き方改革を強力に推し進めて

いく方針であり、企業にも対応が求められま

す。しかし一方で、この「働き方改革」は画

期的であるがゆえ、実行できるかどうかとい

う点ではハードルがかなり高いということを

感じておられる経営者も多いことでしょう。 

 企業においては、長時間労働の是正以外に

も多くの改革が必要で長期雇用制度、女性・

シニア層の雇用、賃金制度など見直さなけれ

ばならない項目は山積しているのが現状では

ないでしょうか。国の決めた方針を各企業で

実施するには、国・労・使の議論が十分に必

要ですが、今の段階ではまだ十分だとは言え

ません。特に産業別、地域別、職種別にみた

場合に、画一的な改革は難しく感じられま

す。また今回の改革の2つの目玉のうちのひ

とつである「同一労働同一賃金」は、欧州で

実現しているモデルの導入でありますが、日

本の既存の制度に埋め込むだけではうまくい

かない可能性が指摘されているところです。

もうひとつの目玉は「長時間労働の是正」で

あります。マスコミで連日のように取り上げ

られておりますが、これは過労死につながる

健康被害の防止に加え、女性やシニアの活躍

のために「生活とのバランスを考えて仕事を

する社会（ワークライフバランス）」に移行

するという2つの大きな意義があります。も

ちろん、この意義については大いに賛同する

ところではありますが、弱い立場の中小企業

にとっては、しわ寄せが出てくることが懸念

されています。 

 例えば、労働時間の短縮を進めることで時

間外手当が減り、働く人の生活水準が大きく

下がったり、サービス残業が増加してしまっ

たり、それが原因でさらなる人手不足を招い

てしまうことが考えられます。 

 今後、時短を進めても企業の業績が上が

り、賃金も減らない環境を作るには、時間当

たりの労働生産性を上げることが大前提とな

ります。そのために必要なことをできること

から早急に行うことが求められており、業務

の見直しや人材育成は必要不可欠です。 

 具体的な対応は各企業内で行うしかありま

せんから、一日も早く、この機会を契機とし

て自社の取り組み課題を洗い出し、実行に移

していくことが求められます。 

 弊社でも、長時間労働是正のため、残業規

制に積極的に取り組むと同時に、業務の見直

しや人材育成についても取り組み課題として

おります。 

 「働き方改革」が今後の日本の発展にとっ

て有意義なものになるかは中小企業の取り組

みに大きくかかっているように思います。 
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 平成２９年度の税制改正において「取引相場のない株式」の評価方法が見直されます。 

「取引相場のない株式」というと馴染みのないものに思われるかもしれませんが、一般的には

「非（未）上場株式」や「自社株」等といわれており、貴社（貴法人）の株式や出資持分の評

価額も今回の改正で影響を受ける可能性があります。 

 以下で改正のポイントを見ていくことにします。 

 

１．概要～取引相場のない株式評価はどのように評価するのか～ 

 取引相場のない株式の発行会社（以下「非上場会社等」といいます）は上場企業に近いもの

から個人企業に近いものまで多様です。そこで国税庁は相続税や贈与税の計算の際に用いる非

上場株式等の財産評価方法として、財産評価基本通達で、それぞれの会社の状況に即した評価

方式を次のように定めています。 

 ① 上場企業に近い大会社（非上場）・・・類似業種比準方式 

 ※評価する会社と類似した同業他社の株価と比較して評価する会社の評価額を算出します。 

 ② 個人企業に近い小会社・・・純資産価額方式 

 ※評価する会社の資産・負債に着目し、内容を個別に財産評価して、その会社の評価額を算 

  出します。 

 ③ 中会社（①と②の中間）・・・折衷方式 

 ※大会社と小会社の評価方式を併用して、評価する会社の評価額を求めます。 

２．主な改正項目 

 ① 評価会社の規模区分 

 評価会社が上記の大会社・中会社・小会社のいずれに該当するかの判定は３つの業種区分に 

応じたその会社の「従業員数」、「資産規模」、「取引金額」によって行います。 

 ※３つの業種区分とは「卸売業」、「小売・サービス業」、「卸売業、小売・サービス業以 

 外」の３区分です。 

 ●改正の内容は☞ 

 ・従業員数基準の変更・・・従業員数７０人以上の会社は無条件で大会社（現行１００人以 

  上）※従業員のうちの継続勤務従業員以外は年間１，８００時間で１人と計算します。 

 ・従業員７０人未満の会社の判定要素の金額基準の見直しにより大会社および中会社の範囲  

  を拡大 

  ※次ページの別表をご参照ください。 

葵総合税理士法人 税務会計部 二村 晃司    

財産評価 ～取引相場のない株式～ 
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※上記の表（従業員及び純資産価額基準又は取引金額基準）にあてはめ、いずれか大きい方の  

 規模をその会社規模と判定します。「編みかけ」は今回改正された区分です。 

 

② 類似業種比準方式による計算方法見直し 

 ●改正の内容は☞ 

 ・類似業種の株価『Ａ』の算定方法 

 「課税時期の属する月以前３ヶ月間の各月の類似業種の株価のうち最も低いものとするが、 

  選択により『前年平均株価』によることができる」とされている現行方式に加え『課税期 

  以前２年間平均』が追加されます。 

 ・類似業種の配当金額『Ｂ』、利益金額『Ｃ』、簿価純資産価額『Ｄ』の算定方法 

  標本会社（上場会社）の税務会計基準による単体の数値からその連結決算を反映させた財 

  務諸表による数値に変更されます。 

 ・類似業種の三要素（配当・利益・純資産）の比準割合 

  三要素の比準割合が「１：３：１」から「１：１：１」へ変更されます。 

  計算式は次のページのようになります。 

（改正後）

卸売業

20 億円以上

４億円以上 中会社(大)

２億円以上

７千万円以上

７千万円未満

（改正後）

従業員数/
総資産価額(帳簿価額)基準

小売・
サービス業

卸・小売・ｻｰﾋﾞ
ｽ業以外

15 億円以上 15 億円以上 大会社

69 人以下
35 人超

70 人以上

５億円以上 ５億円以上

2.5 億円以上 2.5 億円以上 中会社(中)

4 千万円以上 5 千万円以上         中会社(小)

4 億円以上 中会社(大)

4 千万円未満 5 千万円未満          小会社

取引金額基準

卸売業 小売・サービス業
卸・小売・ｻｰﾋﾞｽ業以

外

2 億円以上 6 千万円以上 8 千万円以上 中会社(小)

30 億円以上 20 億円以上 15 億円以上 大会社

7 億円以上 5 億円以上

2 億円未満 6 千万円未満 8 千万円未満 小会社

35 人以下
20 人超

3.5 億円以上 2.5 億円以上 2 億円以上 中会社(中)

５人以下
20 人以下
５人超

会社規模
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 【改正後の算式】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 【現行の算式】 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 これまでは、比準要素のうち「利益」の割合のみがその他の比準要素の『３』倍とされてい

ましたが、改正後は「利益」の比準割合が５分の３（60％）から３分の１（33.3％）に縮小

され、業績の良い企業にとっては、株価が「下がる」方向にはたらきます。 

 また、医療法人（配当禁止規定があるため比準要素に配当が入っていません。）にとって

は、これまでの「利益」が４分の３（75％）に比べ、改正後は２分の１（50％）になるの

で、やはり「利益」の比重が下がります。一方で簿価純資産の比準割合が４分の１（25％）

から２分の１（50％）に上がりますので、両者の金額のバランスによって出資の評価額が変

動します。 
  

３．改正の適用期日 

  上記の改正は平成２９年１月１日以後の相続、遺贈または贈与により取得した財産の評価 

に適用されます。 

●類似業種比準方式（財産評価基本通達（案）180）

（配当） （利益） （簿価純資産） （斟酌率）
『Ｂ』 『Ｃ』 『Ｄ』 大会社：０．７
Ｂ Ｃ Ｄ 中会社：０．６

３ 小会社：０．５

『B』、『Ｃ』、『Ｄ』：評価会社の１株あたりの金額
　B、　Ｃ　、　Ｄ　：上場会社の業種別の１株あたりの金額

●医療法人の出資評価における類似業種比準方式（財産評価基本通達（案）194-2(1)）

（利益） （簿価純資産） （斟酌率）
『Ｃ』 『Ｄ』 大会社：０．７
Ｃ Ｄ 中会社：０．６

小会社：０．５

＋

×

×

２

（類似業種の
株価）

『Ａ』

（類似業種の
株価）

『Ａ』

×

×

＋

＋

●類似業種比準方式（財産評価基本通達180）

（配当） （利益） （簿価純資産） （斟酌率）
『Ｂ』 『Ｃ』 『Ｄ』 大会社：０．７
Ｂ Ｃ Ｄ 中会社：０．６

小会社：０．５

『B』、『Ｃ』、『Ｄ』：評価会社の１株あたりの金額
　B、　Ｃ　、　Ｄ　：上場会社の業種別の１株あたりの金額

●医療法人の出資評価における類似業種比準方式（財産評価基本通達194-2(1)）

（利益） （簿価純資産） （斟酌率）
『Ｃ』 『Ｄ』 大会社：０．７
Ｃ Ｄ 中会社：０．６

小会社：０．５

（類似業種の
株価）

＋
『Ａ』 × ×

×３

５

＋

×

（類似業種の
株価）

＋
『Ａ』 ×

４

×３
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葵労務管理事務所 鶴田 僚 

労働保険年度更新・ 

 社会保険算定基礎届について 

 新年度が始まり、労働保険年度更新と社会保険算定基礎届の提出期限である７月１０日が近

づいてきました。それぞれの手続きについて、どのようなことを行っているのか、どのような

点に注意をするべきか、再確認をしていきたいと思います。 

 

①労働保険年度更新 

 労働保険とは労災保険と雇用保険のことを言います。労災保険は、労働者が就業中や通勤中

に怪我や病気をした際に事業主が行う補償を国が代理して行う保険です。雇用保険は、労働者

が離職や休職をした際に生活を保障するための給付などを国が行う保険です。  

 労働保険年度更新は、毎年の保険料を計算する作業になります。この計算を行う際に注意す

べきことは、労災保険は全ての労働者を対象としているものであり、雇用保険は週２０時間以

上労働する労働者を対象としているものであるという点です。 

 そのため、労災保険ではパート従業員の賃金の漏れがないか、役員など労働者以外の賃金を

含んでいないか、雇用保険ではパート従業員で加入している人を算入しているか、などに注意

していただく必要があります。また、どちらの保険も保険料を算定する給与・賞与の額は、手

取り額ではなく通勤手当を含めた総支給額によって計算することになります。 

 

②社会保険算定基礎届 

 社会保険とは健康保険と厚生年金保険のことです。社会保険は就職時など、資格を取得した

ときに報酬月額を決定し、それを基に保険料と将来支給されることになる年金額を計算するこ

とになりますが、給与は昇給や部署の異動などによって変動し、常に一定であるとは限りませ

ん。そのため年に一度、４月から６月までの通勤手当を含めた給与の総支給額を基に、適正な

報酬月額を確認するという手続きを行うことになります。 

 算定基礎届により報酬月額を確認するにあたっては、４月から６月までの給与の合計をその

期間の月数で割ることによって報酬額を算出します。そのため算定基礎届を行う際には、月給

者で欠勤があったり、時間給者で出勤日数が少ないことにより、４月から６月の中で賃金計算

の基礎となった日数が１７日未満である月があった場合、通常支給される適正な金額ではなく

なるため、その月を除いて計算をすることになるという点にご注意いただく必要があります。 

 

 労働保険年度更新、社会保険算定基礎届はともに提出期限は７月１０日と設定されておりま

す。直前になって慌てることにならないよう、余裕を持ってご準備ください。 


